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１．概 要 

1.1 概要 

地方独立行政法人東京都立産業技術研究センター（以下「都産技研」という）は平成 18 年 4

月に全国に先駆けて地方独立行政法人へ移行し、第一期中期計画期間の最終年度である 5 年目

を迎えた。機動的な運営と専門性の高い人材の採用等が可能になったメリットを十分に活かし、

都内中小企業の活性化及び地域産業振興のため、技術相談、試験・分析、研究、講習会等の技

術支援に取り組んでいる。 

さらに、都内産業のニーズに即応した質の高いサービスを提供するデザインセンターや環境

試験センターを増強し、事業化支援を強化してきた。その結果、各種事業の利用件数及びご利

用カード発行数は初年度以降順調に伸び、東京都の産業支援機関としての役割を果たしている。 

また、首都圏テクノナレッジ・フリーウェイ（TKF）による 1 都 3 県 1 市の公設試験研究機関

連携による広域的ワンストップサービスの推進、東京イノベーション・ハブによる全国の大学・

研究機関との連携の推進、未応募外部資金への積極的応募や首都大学との連携研究による研究

開発の充実、多摩テクノプラザ EMC サイトの VCCI(情報処理装置等電波障害自主規制協議会)登

録認定取得等を図ったほか、中小企業の不況克服支援として産業活性化無料セミナーを実施し

た。 

 都産技研の平成 21 年度業務実績は、東京都地方独立行政法人評価委員会の業務実績評価書

（平成 22 年 8 月）において、3 年連続して「中期計画の達成に向けて業務全体が優れた進捗状

況にある」と高い評価を得ている。 

都産技研は、都民の期待に応え引き続き、事業化支援、研究開発、技術協力、技術移転を通

じて、都内中小企業に対し高品質な技術支援および製品・技術の競争力向上を支援し、東京の

産業発展と都民生活の向上をめざしている。 
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1.2 組織 
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監事 

経営企画部 
(18) 

開発本部 
(107) 

開発第一部 
(51) 

開発第二部 
(51) 

事業化支援本部＊3 

(68) 

多摩テクノプラザ 
(40) 

地域結集事業推進部 
(3) 

総務部 
(36) 

経営企画室 (6) 
事業計画・進行管理/予算計画/機器整備計
画/事業評価 

開発企画室(5) 

新拠点準備室 (3) 

経営情報室 (8) 

情報技術グループ (11) 

デザインセンター 

デザイングループ (16) 

エレクトロニクスグループ (12) 

先端加工グループ (13) 

光音グループ (11) 

材料グループ (13) 

技術経営支援室 (20) 

ライフサイエンスグループ(10)＊4 

資源環境グループ (14) 

環境試験センター 

墨田支所 (12) 

城東支所 (10) 

産業交流室 (4) 

ナノテクノロジーセンター 

城南支所 (14) 

総合支援課 (9) 

駒沢支所 (7) 

電子・機械グループ (13) 

知的財産活用促進室 

企画チーム (1) 

繊維・化学グループ (18) 

研究推進チーム (2) 

施設課 (10) 

総務課 (11) 

庶務経理チーム 

財務会計課 (14) 

広報係/情報システム係 

区部拠点整備・移転 

研究計画・進行管理/基盤研究/共同研究/ 
外部資金導入研究/研究評価 

マイコン組込/FPGA/VHDL 
ネットワーク応用/画像処理 

電波・電子回路/MEMS/電気応用/電気材料 

 
デザイン/構造解析/高速造形/ 
機械システム/塗装 

音波・音響機器/音響材料/超音波/ 
光波・赤外線/照明技術 

機械加工/熱エネルギー加工/表面改質 

材料分析/有機材料/無機材料 

産業環境/住環境/資源有効利用/めっき 

バイオ評価技術/放射線応用計測/ 
照射検知/滅菌・殺菌/精密分析 

相談支援/機器利用/製品開発支援ラボ/ 
技術審査/高電圧/電気・温度標準/精密測
定/製品強度/非破壊検査/環境試験 

産業公連携/異業種交流/東京イノベーシ
ョン・ハブ/技術セミナー・講習会 

機械加工/精密測定/電子・電気/化学分析/ 
デザイン/高速造形/管理係 

繊維製品評価/アパレル技術/ニット技術/ 
高分子素材/管理係 

精密測定/電子・電気/化学分析/非破壊検
査/高速造形/管理係 

放射線安全係/放射線安全取扱技術/ 
線源利用技術/管理係 

製品開発支援ラボ/産学公連携/普及事業/ 
管理係 

EMC サイト・電磁波測定/電子・電気/ 
環境試験/精密測定/高速造形 

繊維サイト・繊維製品評価/高分子素材/ 
材料分析 

事業計画/交流連携 

 
知的財産管理 

研究進行管理 

庶務/経理/契約 

庶務係/人事給与係 

施設係/機械管理係 

経理係/出納係 

注 1：（   ）内の数字は職員数。地域結集事業雇用研究員、専ら地域結集事業に従事する任期付事務員及び 
  ワイドキャリア（12 日型、時間型）を除く（平成 23 年 3 月 31 日現在） 
注 2：理事＊1 は開発支援本部長及び多摩テクノプラザ所長を兼務。理事*2 は事業化支援本部長を兼務 
  経営企画部長は経営企画室長を兼務。開発第二部長は地域結集事業推進部長を兼務 
  事業化支援本部＊3 には主席研究員<バイオ応用事業推進>を含み、駒沢支所長及びライフサイエンスグループ長を兼務 
注 3：ライフサイエンスグループ＊4 は駒沢支所 


